
危機に立ち向かうサステイナビリティ

環境政策の視点から

令和7年1月25日
環境省中部地方環境事務所所長

小森 繁
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＊本日の講演内容は個人の見解に基づくものであり、環境省の見解等を代表する
ものではありません。



１．自己紹介：環境省と小森さん
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小規模だからこその
風通しの良さは
大きな魅力！

1997年
京都議定書採択

2010’s2000’s1990’s1980’s1970’s1950’s
1960’s

激甚な公害問題・自然破壊の発生 地球環境問題や都市型公害の顕在化 東日本大震災発生

2015年
パリ協定採択1967年

公害対策基本法
1973年

公害健康被害補償法

2000年
循環型社会形成推進

基本法

1992年
リオ・サミット
種の保存法

環境庁設置
1971年 環境省設置

2001年

地方環境事務所設置
2005年

環境省の仕事「サステイナブルな社会経済の構築」
変化する時代の要請に対応しつつ、不動の原点を忘れない



国内国際

1990年10月
地球温暖化温暖化防止計画策定

1988年 気候変動に関する政府間パネル（ＩＰ
ＣＣ）設立
1990年 第2回世界気候会議、12月国連「気候
変動枠組条約交渉会議（ＩＮＣ）」
1992年5月 ＩＮＣ５ 気候変動枠組条約

6月 リオ・地球サミット
1994年 第1次環境基本計画
1998年 地球温暖化対策推進大綱決定

地球温暖化対策に関する法律（温対法）成立
1999年 同法施行
2002年 京都議定書締結及び温対法改正
2006年 温対法改正（温室効果ガス算定・報告・公表
制度導入）
2011年 東日本大震災

1994年3月 気候変動枠組条約発効
1997年12月 ＣＯＰ３ 京都議定書採択
2002年 ヨハネスブルグ・サミット
（北九州市環境国際協力室長として参加）
2007年 ＩＰＣＣ及びアル・ゴア米国副大統領
ノーベル平和賞受賞
2014年 ＩＰＣＣ第5次評価報告書統合報告書

2016年 地球温暖化対策計画
2018年 第5次環境基本計画（地域循環共生圏等）

気候変動適応法
2020年10月 菅首相カーボンニュートラル宣言

11月衆議院・参議院 気候危機宣言
2021年4月 2030年度46％削減、さらに50%の高みに
向けて挑戦表明、6月 地域脱炭素ロードマップ、
10月 地球温暖化対策計画改定、ＮＤＣ決定
2022年７月 ＧＸ実行会議

2015年 ＳＤＧｓ 採択
パリ協定採択（ＣＯＰ21）

2016年 パリ協定発効

2021年 眞鍋淑郎ら ノーベル物理学賞受賞

2023年 気候変動適応法改正（熱中症対策）
2024年 令和6年能登半島地震

第6次環境基本計画
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小森さんの30年数年環境省人生の振り返り



私のサステイナビリティ・持続可能性とは？

危機に立ち向かい続けてきた30数年

「次の世代に何を引き継ぐことができたかな」
○1995年1月17日 阪神淡路大震災
○2011年3月11日 東日本大震災
○2020年1月 新型コロナウィルス感染症拡大
○近年続く、酷暑、熱中症の危険

異常気象と激化する災害
○2023年 5月5日 奥能登地震
○2024年 1月1日 能登半島地震

9月 能登半島豪雨



令和6年能登半島地震・水害への対応
トイレ生活ごみ対策～災害廃棄物対策

さらに、創造的復興支援へ

令和６（2024）年10月31日

浅尾環境大臣は、石川県を訪問し、令和６年能登半島地震及び豪雨災害にかか
る災害廃棄物対応など現地の状況を確認。 また、馳石川県知事と意見交換を行い、
年内の中間目標の達成に向けた解体班数の増強や解体工事の円滑・迅速かつ安
全・適正な実施に向けた連携等について確認。



最大の環境問題：気候変動対策
「地球沸騰化」
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2024年の気温
気温は、暖かい空気に覆われやすかったため、全国的にかなり高かった。1946年

の統計開始以降、夏として西日本と沖縄・奄美では1位、東日本では1位タイの高温
となった。また、日本の平均気温の基準値からの偏差は+1.76℃で、統計を開始
した1898年以降の夏として、2023年の記録と並び、1位タイだった。



今ここに迫る危機
災害級の酷暑と熱中症

熱中症救急搬送：2024年はこれまでの最高値(2018年)を更新し、97,578人(速報値)

熱中症死亡の推移（人口動態統計）：2023年は1,651人と2010年に続く多さ



2018年（平成30年）の酷暑からライフワーク化

熱中症警戒アラートをはじめてみた（2021年試行）
地域別熱中症警戒アラート発表回数
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2024年

発表回数は2021年から増加し続け、2024年は全国で1,722回となった。
北海道・東北では2023年に計135回であったが、2024年は計23回(北海道は1回)となった。
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熱中症対策について、法律を作ってみた！
気候変動適応法改正 （令和5年5月）
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2035、2040
目標検討中！

日本の気候変動対策（緩和：地球温暖化防止）も
まだまだがんばる！



２．小森さんの今の悩み 年齢には勝てない？

次の30年へ、さらに22世紀へ
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・自分は、定年退職後含めてどう頑張ろうかな？
・大学生、大学院生の皆さんに、環境省の後輩に、
どうバトンを渡せるかな？

学生時代の自分
湾岸戦争で油まみれの鳥の写真を見つつ、
なんで大人たちは、平和な世界を作れな

いのかなあ？
→環境省職員を目指す



環境からのみたＳＤＧｓの夢
環境×地域活性化×経済成長をなんとか同時解決できないか
やることは広く、環境省だけ、政府だけではできない！



・世界気候エネルギー首長誓約／日本 49自治体
・ゼロカーボンシティ宣言 1112自治体
・地域循環共生圏 200以上の地域・自治体
・脱炭素先行地域 82地域（32道府県、108市町村）
・重点加速化事業 149自治体
・自然共生サイト 253カ所（自治体、企業、個人様々）
これからは循環経済（サーキュラーエコノミー）も！

環境危機等が深まるなか、
環境×地域の活動・事業の拠点が増加中！

地域の思いのある人々が、地域の自然・文化を元手
に、あの手この手で取り組んでいただいた成果。
次のステップアップに向けた資産。



地域・国民地域・国民

市場市場政府政府

人づくり

イノベーション

事業化・
ビジネス化

地域づくり

中部の特質、強みを活かして、
地域の資本（自然、人、文化など）を活かして
活動領域を超えて、地域を越えて、世代を越えてつながり、
日本、世界へ発信する持続可能な豊かな（ウェルビーイング）社会づくりへ、

中部の「共進化」を考えてみませんか

○地域力の蓄積：先駆的活動→レガシー化、評判向上、経済的利益獲得
○先駆者・人材の回遊：くっついたり、離れたり、飛び出したり、戻ったり



公式記録を読んで・世界
と地元の「熱い人々」！

ESDとは、
「人間の勇気と元気
の集合」と改めて実感

新しい時代を開拓する「先駆者」を求む！
中部の若者への期待大きい



ご清聴ありがとうございました。

ともに進んでいただけませんか？
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